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申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2
※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を

踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を国は都道府県の事

業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境
の改善など、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が喫緊の課題となっている。
○ このため、国では、平成26年度に消費税増収分等を活用した財政支援制度を創設。各都道府県は、地域医療介護総合確保基金を設置し、
都道府県計画に基づき事業を実施している。
○ 令和３年度国予算:基金ベース 2,003億円（医療分1,179億円、介護分824億円、医療分 前年度比15億円増額）
○ 令和４年度国予算:基金ベース 1,853億円（医療分1,029億円、介護分824億円、医療分 前年度比150億円減額）

１－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

１－２ 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業

※ 基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４を、平成27年度は介護を対象として３、５が追
加。令和２年度より医療を対象として６が追加され、さらに、令和３年度より医療を対象として1-2が追加。

資料５－１



 

地域医療介護総合確保基金（令和３年度）の執行実績等について 

 

Ⅰ 基金の執行実績 （千円未満切捨て） 

  執行額計   １，９７６，１３８千円 

 

  うち医療分    ９６６，０６８千円 

ア 病床の機能分化・連携（事業区分１－１）…………… ２６，４５９千円 

イ 病床の機能再編（事業区分１－２）…………………… ４０，８１２千円 

ウ 在宅医療の推進（事業区分２）………………………… ６２，２２８千円 

エ 医療従事者等の確保・養成（事業区分４） …………８３６，５６７千円 

 

  うち介護分  １，０１０，０６９千円 

ア 介護施設整備（事業区分３）……………………………６４１，３７２千円 

イ 介護人材確保対策（事業区分５）………………………３６８，６９７千円 

※各年度計画の事後評価については、後日ホームページに掲載予定。 

 

 

Ⅱ 基金残高の状況 （千円未満切捨て） 

  令和３年度末  ４，８６６，５５１千円（令和４年５月３１日時点） 

 

  うち医療分   ２，２２５，０６２千円 

ア 病床の機能分化・連携（事業区分１－１）………１，６１８，８６９千円 

イ 病床の機能再編（事業区分１－２）………………   ４２，４０８千円 

ウ 在宅医療の推進（事業区分２）……………………   ３５，５８０千円 

エ 医療従事者等の確保・養成（事業区分４）………  ４３５，１０４千円 

オ 勤務医の労働時間短縮に向けた 

体制の整備に関する事業（事業区分６）…………     ９３，１００千円 

 

うち介護分  ２，６４１，４８９千円 

ア 介護施設整備（事業区分３）………………………２，３５７，９１８千円 

イ 介護人材確保対策（事業区分５）…………………  ２８３，５７１千円 

※基金の管理状況については、ホームページに掲載。 

 

 

資料５－２ 



 

地域医療介護総合確保基金（令和４年度）の状況について 

 

県では、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、「効率的かつ質の高い

医療提供体制の構築」及び「地域包括ケアシステムの構築」を図るため、「地域医療介

護総合確保基金」を財源として、都道府県計画（地域医療介護確保計画）を策定し事業

を行っている。 

 

１ 医療分 

(1) 国からの内示額 

   ８７１，８０１千円 

 

(2) 内訳（詳細は別紙１のとおり） 

① 病床の機能分化・連携（事業区分１－１）……………   ３７，１３９千円 

(ア)病床機能分化・連携推進事業等             ３３，７７５千円 

(イ)地域周産期医療確保整備事業               ３，３６４千円 

 

② 病床機能の再編支援（事業区分１－２）………………  １０４，８８０千円 

 

③ 在宅医療の推進（事業区分２）…………………………    ４４，８８９千円 

(ア)小児等在宅医療連携拠点事業               ２，４９４千円 

(イ)看護師特定行為研修支援                 ８，８３３千円ほか 

 

④ 医療従事者等の確保・養成（事業区分４）……………  ６８４，８９３千円 

(ア)医師確保対策（緊急医師確保修学資金貸与等）     ２９２，３３３千円 

(イ)小児救急対策（二次救急医療支援等）         １５５，３３１千円 

(ウ)看護師確保対策（養成所運営費等）          ２２９，７１０千円ほか 

 

⑤ 医療従事者の働き方改革（事業区分６）………………        ０千円 

 ※過去の積立金で対応 

 

 

２ 介護分 

(1) 国への要望額 

  １，８２１，７３０千円 

 

(2) 内訳（詳細は別紙２のとおり） 

① 介護施設整備（事業区分３）…………………………… １，６５５，０５６千円 

(ア)開設準備経費（特養（広域型を含む）、介護老健施設等） ３７９，２２８千円 

(イ)ユニット化等改修支援（特養（広域型を含む）等）      ５，２９２千円ほか  

 

②  介護人材確保対策（事業区分５）………………………   １６６，６７４千円 

(ア)基盤整備                              ０千円 

(イ)参入促進                        ４２，３９９千円 

(ウ)資質の向上                        ４７，４１４千円 

(エ)労働環境・処遇の改善                   ７６，８６１千円 

 

※地域医療介護総合確保計画（令和４年度）については、ホームページに後日掲載予定。 

資料５－３ 



単位：千円
参考

R04執行
予定額

(1)病床機能分化・連携推進事業 33,775 （ア～キの合計） 337,451 

　ア　病床機能分化・連携推進 8,000 医療機能の自院分析等支援ほか 299,594 

　イ　地域保健医療対策協議会 1,513 地域医療構想研修会（セミナー）の開催等 1,513 

　ウ　地域包括ケア推進 7,583 県医師会等による地域医療介護拠点事業への補助、市町村協議等 7,583 

　エ　在宅医療基盤整備 2,239 在支診及び訪看事業所の開設・運営支援 14,321 

　オ　在宅医療介護人材育成事業 12,000 在宅医療人材研修事業補助 12,000 

　カ　病床機能分化・連携推進(糖尿病) 1,232 糖尿病の病診連携に係る情報共有ツールの作成費等補助 1,232 

　キ　糖尿病対策推進事業 1,208 糖尿病に係る医療連携体制構築に向けた協議会の実施 1,208 

(2)地域周産期医療確保整備事業 3,364 周産期母子医療センターの体制検討、研修会の開催 23,364 

（Ⅰ-1　小計） 37,139 360,815 

Ⅰ
-
2

単独支援給付金支給事業 104,880 病床機能再編に伴う病床削減に応じた給付金を支給 142,728 

（Ⅰ-2　小計） 104,880 142,728 

（Ⅰ　小計） 142,019 503,543 

(1)地域包括ケアシステム住民向け普及啓発 878 医療介護支援パンフレット 878 

(2)在宅医療提供体制推進事業 618 在宅医療推進部会の開催費用 618 
(3)残薬解消に向けた在宅医療・介護関係者の情報共有ルール
策定事業 560  残薬解消に向けた在宅医療・介護関係者の情報共有ルール策定 560 

(4)障害者歯科医療充実事業 20,400 歯科総合衛生センター委託料、障害児歯科に係る診療設備整備 20,400 

(5)在宅歯科保健事業 4,011 在宅歯科医療連携室の運営費等支援 22,000 

(6)小児等在宅医療連携拠点事業 1,100 小児等在宅医療連絡協議会の開催等 1,100 

(7)小児等在宅医療連携拠点事業 1,394 在宅医療提供体制・多種目連携体制の整備等 1,394 

(8)訪問看護推進事業 4,163 訪問看護研修の実施 4,163 

(9)看護師特定行為研修支援 8,833 特定行為研修受講費用等の経費補助 18,388 

(10)医療型短期入所事業所設備整備費等補助 2,132 病院等で実施する医療型短期入所事業に対する設備整備補助 6,000 

(11)薬局機能強化のための人材確保事業 800 薬剤師会委託料 800 

（Ⅱ　小計） 44,889 76,301 

(1)医師確保対策 292,333 （ア～クの合計） 417,765 

　ア　緊急医師確保修学資金貸与 79,444 群大地域枠医学生に対する貸与 204,876 

　イ　医師確保修学研修資金貸与 38,880 医師不足診療科の研修医向け貸与 38,880 

　ウ　地域医療支援センター運営事業 57,820 センター運営費 57,820 

　エ　ぐんまレジデントサポート推進 25,815 研修医確保、支援の実施 25,815 

　オ　産科医師等確保支援事業 23,631 分娩手当に対する補助 23,631 

　カ　女性医師等就労環境整備・保育支援事業 15,000 保育サポーターバンク運営補助等 15,000 

　キ　専門医認定支援 143 新専門医制度に向けた広報、会議等 143 

　ク　医学生修学資金貸与 51,600 県外大学の医学部生に対して修学資金を貸与 51,600 

(2)小児救急対策 155,331 （ア～ウの合計） 155,331 

　ア　小児初期救急医療導入推進事業 1,092 内科医等を対象とした小児医療に関する研修の実施 1,092 

　イ　小児救急医療支援事業 125,186 休日・夜間における小児二次救急医療提供体制の整備 125,186 

　ウ　子ども医療電話相談事業 29,053 休日夜間の子ども医療電話相談事業の実施 29,053 

(3)看護師確保対策 229,710 （ア～サの合計） 402,940 

　ア　新人看護職員研修事業 28,360 新人看護職員への研修費補助、研修事業委託 28,360 

　イ　看護職員資質向上推進事業 13,751 看護職員への資質向上研修の実施 13,751 

　ウ　院内研修用設備整備事業 2,400 院内研修に必要な物品の購入補助 2,400 

　エ　看護師等養成所運営費補助事業 44,264 看護師養成所等への運営費補助 217,494 

　オ　勤務環境改善支援センター運営事業 1,861 センターの行う協議会、研修会等の費用 1,861 

　カ　院内保育施設運営費・施設整備費補助事業 106,238 病院内保育所の運営費と施設整備への補助 106,238 

　キ　ナースセンター事業 9,441 ナースセンター事業委託等 9,441 

　ク　看護師等養成所施設・設備整備費補助事業 5,577 看護師養成所等への施設設備整備補助 5,577 

　ケ　看護師等宿舎整備事業 9,749 看護師用宿舎の整備補助 9,749 

　コ　看護師勤務環境改善施設整備費補助事業 5,569 ナースステーション等の施設整備補助 5,569 

　サ　感染管理認定看護師研修支援事業 2,500 認定看護師研修受講費用等の経費補助 2,500 

(4)救急災害医療人材育成事業 7,519 （ア～イの合計） 7,519 

　ア　救急医療専門領域医師研修事業 6,519 救急医療に係る専門的な実地研修を実施 6,519 

　イ　災害医療研修 1,000 亜急性期以降の医療救護活動研修 1,000 

（Ⅳ　小計） 684,893 983,555 

Ⅵ 地域医療勤務環境改善体制整備事業 - 医師の労働時間短縮のための体制整備に関する支援を実施 93,100 

（Ⅵ　小計） - 93,100 

（区分Ⅱ、Ⅳの計） 729,782 1,059,856 

（区分Ⅰ-2以外の計） 766,921 -                                                                                                        1,513,771 

（合　　　　　　　計） 871,801 1,656,499 

事業区分及び事業名

R04
計画額

Ⅰ
-
1
病
床
の
機
能
分
化
・
連
携

R04概         要（主な事業内容）

令和4年度地域医療介護総合確保計画の要望状況等（医療分）について

Ⅱ
在
宅
医
療
の
推
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Ⅳ
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確
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養
成

別紙１



単位：千円

参考

４　介護施設整備

(1)地域密着型サービス等整備助成事業 1234800 地域密着型特養等の施設整備の一部を補助 1,453,536

(2)介護施設等の施設開設準備経費等支援事業 379,228 地域密着型特養等の開設準備経費の一部を補助 1,034,904

(3)改修、転換等支援事業 5,292 既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等に係る経費の一部を補助 57,292

(4)新型コロナウイルス感染拡大防止対策支援事業 35,736 介護施設等の消毒・洗浄経費、簡易陰圧装置設置に係る経費の一部を補助 56,736

1,655,056 2,602,468

５　介護人材確保対策

　基盤整備 0 5,959

(1)介護人材確保対策会議 - 介護人材確保対策会議の開催 200

(2)介護事業者等認証評価事業 -
職場環境改善や人材育成に取り組むことを宣言した介護事業者を「ぐんま介
護人材育成宣言事業者」、さらにその中で一定の基準を満たした介護事業者
を「ぐんま介護人材育成認証事業者」として、認定・公表

5,759

　参入促進 42,399 55,234

(1)介護の魅力発信事業 - 児童生徒向け動画の作成 620

(2)介護への理解促進事業 -
介護関係団体等が行う介護の魅力発信や介護の仕事への理解を促進する取
組等を支援

5,750

(３)福祉マンパワーセンター事業（福祉・介護の仕事イメージアップ事業） 134
オンラインによる社会福祉施設等の見学会の実施、関係機関と連携し、中高
生や一般向けの啓発用動画とＤＶＤ作成等

134

(４)介護の職場体験事業 -
介護未経験者等に向けて介護事業者団体等が行う職場体験を含む研修等を
支援、中高年齢者等の参入促進事業の実施

1,700

(５)介護実習支援事業 - 介護関係団体が実施する介護実習円滑化のための取組を支援 225

(６)介護未経験者等に対する研修等支援事業 3,260
市町村が実施する初任者研修に要する経費や初任者研修の受講者に対する
受講料補助に要する経費を支援

3,260

(７)マッチング機能強化事業 22,184
就職面接会等の開催や求職者及び求人事業者に対する相談支援及び入職
後のフォローアップ相談の実施

22,184

(８)介護に関する入門的研修支援事業 3,812
中高年齢者等の介護未経験者が介護職や介護ボランティアに参入しやすく
なるよう、市町村が実施する入門的研修の実施及び施設等とのマッチングに
要する経費の支援や入門的研修を実施する企業等に講師を派遣

3,812

(９)将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業 -
介護福祉士養成校が行う介護の魅力発信や理解促進、及び留学生に対する
日本語研修支援等の取組を支援

3,500

(10)外国人留学生への奨学金支給支援事業 -
介護事業者が外国人留学生の学費や居住費を支援するための奨学金の支
給に要する経費を支援

1,040

(11)介護福祉士修学資金貸付 13,009
群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、介護職を目指す学生の増加と
卒業後の介護現場への就労・定着を促進するための「福祉系高校修学資金」
や新たな人材を確保するための「介護分野就職支援金」の貸付を実施

13,009

　資質の向上 47,414 74,891

(１)介護人材キャリアアップ研修支援事業 -
介護関係団体等が実施する介護人材のキャリアアップのための研修や受講
者の負担軽減の取組を支援

10,878

(２)認定介護福祉士等養成事業 - 「ぐんま認定介護福祉士」を養成 10,743

(３)介護知識・技術普及啓発事業 - 施設職員や県民を対象に、介護技術スキルアップ等に関する講座を開催 2,856

(４)喀痰吸引等研修事業 2,899
介護職員が喀痰吸引を実施するために受講しなければならない研修の講師
養成等

2,899

(５)介護支援専門員資質向上事業 4,947
県介護支援専門員実務研修等事業実施要綱に基づき開催する研修の実施
経費の支援

4,947

(６)代替職員の確保による実務者研修等支援 - 介護職員等が研修を受講する場合に要する代替職員の確保を支援 3,000

(７)認知症高齢者指導対策 5,115 認知症サポート医の養成・フォローアップ等の研修実施 5,115

(８)認知症ケア研修事業 7,270
介護施設・事業所の職員、認知症地域支援推進員等を対象とする研修の開
催及び参加の支援

7,270

(９)チームオレンジコーディネーター研修等事業 357
チームオレンジコーディネーター研修講師の研修機関への派遣や市町村が
配置するコーディネーターを支援するための研修会の開催

357

(10)地域包括支援センター機能強化推進事業 7,148 地域包括支援センター機能強化のための専門家派遣や各種研修の開催 7,148

(11)権利擁護人材育成事業 18,144
市民後見人養成研修の実施、成年後見制度に関する行政職員への専門研
修の実施等

18,144

(12)介護相談員育成に係る研修支援事業 520
市町村が実施する介護サービス相談員派遣事業を推進するため、相談員養
成研修の受講費の一部を補助

520

(13)介護予防の推進のための指導者育成事業 1,014 地域ケア会議等に資するリハビリ専門職の養成のための研修の開催等 1,014

　労働環境・処遇の改善 76,861 150,124

(1)介護職員に対する悩み相談窓口設置事業 3,197 介護職員からの職場の悩み等に関する相談を受け付ける窓口を設置 3,197

(2)福祉マンパワーセンター事業（福祉・介護人材定着支援セミナー） 465 求人事業者を対象とした講演会の開催 465

(3)雇用管理改善方策普及・促進事業 -
介護関係団体等が行う雇用管理改善の取組支援、介護事業所等への専門家
等の派遣による課題解決支援

4,546

(4)介護ロボット導入支援事業 15,283 介護従事者の負担軽減のための介護ロボット等導入を支援 84,000

(5)外国人介護人材受入施設等環境整備事業 8,000
外国人介護人材を受入れる介護事業者が行う翻訳機の導入、生活面のサ
ポートや学習支援等に要する経費を支援するとともに、留学生に適切な教育・
指導を行うための教員の質の向上に資する研修等に要する経費を支援

8,000

(6)新型コロナ事業継続支援 40,916
新型コロナウイルス感染症が発生した介護施設等に対し、サービス継続に必
要な人材の確保、職場環境の復旧・改善に係る費用を支援

40,916

(7)感染症対策を徹底した介護サービス提供支援 9,000
高齢者施設で働く介護職員が、新型コロナウイルス感染症に感染等すること
により、　介護職員が不足する場合に、他の施設から応援職員を派遣し、施設
のサービス提供が継続できるよう支援

9,000

166,674 286,208

1,821,730 2,888,676

小　　計

小　　計

合　　計

（注1）　「R4 計画額」の欄が－となっている事業は、過去に配分済みの基金を活用して事業実施する。（今年度の事業費は「参考　R4執行予定額」の金額）

R4 執行
予定額

令和４年度地域医療介護総合確保計画（介護分）について

事業区分及び事業名 R4 計画額 R4事業概要（主な事業内容）

別紙２



 

令和５年度地域医療介護総合確保計画の策定に向けた 

課題の整理・考え方（骨格案） 
                              
１ 施策の考え方 

（Ⅰ－１）病床の機能分化・連携  
 【課 題】 

・地域医療構想の達成に向けて、将来を見据え、圏域ごとに必要な医療機能を確保する
ため、各医療機関による自主的な取組を支援する必要がある。 

・５疾病５事業及び在宅医療を中心とした医療連携体制の構築を促進するため、疾病・
事業ごとに新たな取組を検討する必要がある。 

  
【対 応】 
・病床機能の分化・連携を推進するための基盤整備に関し、回復期病床等の整備や病床

の減床に係る整備、地域医療構想に係る講演会等の開催など、医療機関同士の円滑な
連携に関する取組を更に支援する。 

 ・第８次県保健医療計画に基づき、疾病・事業ごとに推進していくべき施策や健康増進、
予防、医療、リハビリ等の各分野と連携した事業について検討し、具体的な取組につ
いては別に設置された協議組織において検討する。 

 
（Ⅰ－２）病床機能の再編支援 

 【課 題】 
 ・人口減少・高齢化の進行に伴う医療需要の変化等に対応するため、地域医療構想調整

会議等の議論により、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制を構築する
必要がある。 

  
【対 応】 

 ・地域医療構想の推進を図るため、地域医療構想調整会議の合意を踏まえ、自主的に病
床機能の再編に取り組む医療機関に対して財政支援を行う。 

 
 

（Ⅱ）在宅医療の推進  
 【課 題】 
 ・病気や障害があっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、在宅医療・

介護サービス・生活支援等の充実など、地域包括ケアシステムの構築が重要である。 
・市町村が取り組む在宅医療・介護連携推進事業について、実施状況の評価等を通じて、

市町村の取組をきめ細かく支援する必要がある。 
 ・ＮＩＣＵ等を退院し在宅医療に移行する小児等については、専門医療機関との連携や、

子どもの成長に応じて保健・福祉・教育等との連携が必要である。 
  

【対 応】 
・地域包括ケアシステムの構築に向けた市町村の取組が円滑に進むよう、関係団体と連

携しながら、市町村の取組を具体的・個別的に支援する。 
・在宅療養を希望する県民が、その状態に応じた療養生活を送れるよう、在宅医療の基

盤整備や医療・介護・福祉に関わる多職種連携の取組を推進するとともに、在宅医療
に従事する看護職員等の確保及び資質向上を図る。 

・県民が、在宅医療や高齢者の意思を尊重した望ましい人生の最終段階における過ごし
方について考える機会が持てるよう、県民向けの啓発及び医療・介護従事者を対象と
した研修を実施する。 

・地域における在宅歯科医療の推進及び多職種連携を推進するための窓口となる「在宅
歯科医療連携室」の運営を支援する。 

・障害者歯科診療所の運営に必要な設備等を整備する。 
 ・小児も含め多職種連携による在宅医療の推進を図るとともに、薬局の機能を強化し、

かかりつけ薬局・薬剤師の推進を図る。 
 
 

（Ⅲ）医療従事者等の確保・養成 
 【課 題】 

・医師・看護師等の確保や医療従事者の負担軽減を図る取組を継続的に検証し、必要に
応じて見直す必要がある。 

  ・高齢化の進展や医療の高度化・複雑化が進む中、チーム医療を推進し、質の高い医
療を提供するためには、特定行為研修を修了した看護師や認定看護師等の活躍が期待
されており、確保していく必要がある。 

 

資料５－４ 



【対 応】 
 ・急性期、回復期等の医療及び在宅医療に必要な医療従事者の確保・養成とともに質の

向上に努める。具体的な内容については、関係する協議組織において別途検討する。 
 ・特定行為研修を修了した看護師や、新型コロナウイルス感染症への対応で活躍してい

る感染管理認定看護師等の確保を推進するため、研修受講費用の助成等を行う。 
 
 

（Ⅳ）介護施設整備 
 【課 題】 
 ・住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医療・介護サービス等を

切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の構築に向け、今後も地域密着型特別
養護老人ホーム等の介護サービス基盤の充実を図っていく必要がある。 

  
【対 応】 
・国の「１億総活躍社会」「介護離職ゼロ」の動きや群馬県高齢者保健福祉計画及び市

町村の要望に基づき、地域にとって必要性が高い施設整備を着実に進めるとともに、
介護療養型医療施設（介護療養病床）の介護医療院等への転換を支援する。 

 
 

（Ⅴ）介護人材確保対策    
 【課 題】 
 ・労働力人口が減少する一方で、介護ニーズは高度化・多様化しており、介護人材確保

が重要な課題となっている。地域医療介護総合確保基金を活用しながら、新たな人材
の介護職への参入促進、介護職員の定着支援及び資質向上に向けた取組を総合的に進
めていく必要がある。 

  
【対 応】 
・介護の中核的人材である介護福祉士に加え、高齢者、子育てを終えた方、外国人など、

新たな人材の介護職への参入を促進するとともに、「ぐんま介護人材育成制度」の普
及、介護ロボットやＩＣＴ機器の導入支援等により、働きやすい職場環境づくりを促
進し、介護職員の定着を図る。 

・介護職員等のキャリアアップのための研修支援や、専門性を高めるための研修の実施
等により、介護職員の資質向上に積極的に取り組む。 

 
 

（Ⅵ）医師の働き方改革    
 【課 題】 

・２０２４年からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始までの間に、地域で
の医療提供体制を確保しつつ、医師の労働時間短縮を強力に進めていくため、必要か
つ実効的な施策を講じる必要がある。 

 
 【対 応】 

・地域医療に特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医療機関に対して、
医師の労働時間短縮のための体制整備に関する支援を行う。 

・特に勤務医が働きやすく働きがいのある職場づくりに向けて、チーム医療の推進やＩ
ＣＴ等による業務改革を進めていく。 

 
２ 今後の主なスケジュール等 

日程 内容 

４年７月～９月 令和５年度計画策定に係る新たな施策提案、既存事業要望調査 

（医療分・介護分） 

  ８月～９月  令和５年度計画の骨格案の提示 

  10 月以降 令和５年度当初予算編成と合わせ、計画（案）内容検討 

５年１月以降 国に対して令和５年度計画事業量を提出 

    ３月頃 令和５年度計画（案）策定 

    ３月～４月 令和５年度事業募集 

   ※ 現時点での予定であり、今後変更の可能性がある。 


